Development and Management Policy of Demersal Fishes Fisheries in the East China Sea and the Yellow Sea before the Second World War by 片岡 千賀之 & Kataoka Chikashi
　国際常民文化研究叢書 2　2013 年 3月
　133
戦前の東シナ海・黄海における底魚漁業の発達と政策対応
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　初期の許可隻数は変動が激しく、大正 2 年には最大の 139 隻に達した。経営は不振に陥った
が、偶々、第一次世界大戦が起こり、トロール船は貨物船や掃海船として売却され、大正 6 年に
はわずか 7 隻になってしまう。これを機に政府は資源保護と経営安定のために許可隻数を 70 隻に
制限した。戦後、汽船トロールが復興して大正 12 年に制限隻数に達した。その後、許可隻数は 70
隻を維持するが（東シナ海・黄海で操業するもの）、昭和 12 年の日中戦争以後、漁船と乗組員の徴
用で減少し始め、アジア・太平洋戦争終結時には 7 隻を残すのみとなった。
　漁獲高は、許可隻数の変動に応じて、初期は漁獲量、金額がともに急増し、明治末には 2 ～ 4
万トン、400 万円前後となった。第一次世界大戦期は操業船が激減して漁獲高も急落したが、大正
10 年頃から 3 万トン台に回復し、金額は急伸して 1,000 万円に達した。昭和に入ると、漁業技術





































































































































































































低調なままであった。初期のトロール船は 150 ～ 200 トン規模で、玄海灘や和歌山沖などで操業
し、1 航海は 3 ～ 5 日であった。根拠地は石炭や氷の供給、漁獲物の鉄道輸送（販売）に便利な下
関、長崎、福岡などであった。


































































































































































　トロール漁船が急増し、成果があがったとして、明治 43 年 10 月に遠洋漁業奨励金の交付対象









金時代」となった。漁船は 200 ～ 250 トン
















































連合国側に高値で売却された。建造費 5 ～ 6 万円であったトロール船が 25 ～ 26 万円の高値で売
却されて大多数のトロール業者は好機とばかりトロール船を売却し、一転「船成金」となった。そ




安定させる趣旨で大正 6 年 1 月、取締規則を大幅改正して、隻数を 70 隻に限定し、かつ新造船は
200 トン以上、速力 11 ノット以上、航続距離 2,000 カイリ以上の優秀船たることとし、第一次世
界大戦の経験に鑑みて一朝有事の際は海軍の予備艇として使えるようにした。隻数 70 隻の根拠は



















70 隻の隻数制限に対する既得権の侵害を訴えて、大正 13 年に以西底曳網の新規許可の停止と東シ
ナ海・黄海以外でのみ操業するトロール船は隻数制限の対象外とすることを勝ち取った。他方で未
開発漁場の開発、漁具漁法の改良、経済不況対策を推進するようになった。




来の汽船トロールに比べて魚函積載量は 2 倍、燃料費は 2 割減となった。ディーゼル船に船内急速冷凍機


















　昭和 8 年、日本産業が共同漁業の株式を取得し、12 年に共同漁業は日産コンツェルンの傘下会
社の日本水産㈱となった。昭和 17 年 5 月に水産統制令が発令され、18 年 3 月に日本水産と子会
社で日本海洋漁業統制㈱を設立した。母船式カニ、母船式捕鯨、汽船トロール、機船底曳網などの
事業すべてを継承したが、この時点で取得した船舶のほとんどが海軍に徴用されていて、実際の生








明治 21 年にタイ一本釣りで、35 年頃に延縄で出漁している。延縄はチダイを目的としたが、7 ～
9 月の漁期を過ぎると魚群を追って漁場を南下し、宇久島（長崎県上五島）沖でレンコダイ漁場を
発見した。本船の他に沖合で漁労する伝馬船を曳航するようになった。その後、徳島県からの出漁
者が増え、明治 42 年には 40 隻に達し、根拠地も九州本土から宇久島、さらに魚群が宇久島近海
より南が豊富だということから下五島の玉之浦（南松浦郡玉之浦村、現在は五島市）に移すようにな















　母船式延縄の隻数は次第に増え、大正 5 年の約 40 隻が 7 年にはピークとなる約 80 隻となっ
た。漁業者のほとんどは徳島県人であったが、一部長崎県人もいた。漁船規模は 50 ～ 70 トン、
70 ～ 120 馬力で、搭載する伝馬船は 8 ～ 10 隻となった。漁場はさらに延伸して、台湾近海に達





















トロールや機船底曳網が曳網しにくい場所が中心となった。昭和 5 年には 25 隻となり、13 年は
大型船約 50 隻が長崎港を根拠とし、他に 30 トン級の小型船 10 隻が長崎県下島嶼部を根拠とし













　漁船数は、大正 10 年は 200 隻であったが、その後、急増、とくに長崎県ではレンコダイ延縄か







　漁獲量は大正 11 ～ 13 年が 2 ～ 3 万トン、大正 14 年～昭和 3 年が 5 万トン台であったが、昭
和 4 年、5 年は 13 万トンに飛躍している（漁船数はそれほど増えていないが）。昭和恐慌期にはやや
落ちたが、昭和 10 ～ 13 年は 15 ～ 16 万トンとなって頂点を形成した。その後は、戦争が続く中
で落下した。
　漁獲金額は大正 10 ～ 13 年は漁獲量と同様急増し、14 年から 1,200 ～ 1,300 万円となった。だ
が、漁獲量が急伸する昭和 4、5 年の金額はそれほど伸びず、反対に昭和恐慌期は大きく落ち込む
こともなく推移している。昭和 10 年頃から再び急伸して 2,000 万円に達し、さらに 13 ～ 15 年は
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ン制限の撤廃が主張されるようになり、昭和 4 年 12 月の水産局長通牒で総トン数の増加となる改
造は許可しないとして、隻数制限から総トン数制限による漁獲能力の抑制へと許可方針を切替え
















　昭和 7 年 3 月に以西底曳網の 30 トン未満の代船は許可せず、馬力の増加も認めないとされた。





　昭和 11 年 8 月に取締規則（昭和 9 年に新たに制定された）が改正され、山口県のように以西と以
東の両方の許可を持つ者に対しどちらかの海面のみとする、その場合、以西は 30 トン以上、以東
はトン数の 2 割を削減することが条件となっている（25）。





ば、昭和 12 年の許可隻数 688 隻でみると、最大の所有者は林兼商店の 94 隻、それに次ぐのは日
本水産（以前の共同漁業）の 32 隻であって、トロールの集積度とは比べものにならない。漁船規模




















　日中戦争の勃発に伴い、昭和 13 年 4 月に国家総動員法が制定され、漁船の徴用、乗組員の応




　漁業用資材の確保のため、各県の以西底曳網組合の統合が進められ、昭和 15 年 5 月に日本遠洋
底曳網水産組合連合会が発足した。山口、福岡、長崎県の遠洋底曳網水産組合と徳島県九州出漁機




　昭和 17 年 5 月に水産統制令が公布され、翌年 3 月までに帝国水産統制㈱と大手漁業資本系列の
4 海洋漁業統制会社が設立された。以西底曳網は個人企業が多く直ちに統制会社として統合するこ
とが困難なため、先延べとなった。
　農林省は山口、福岡、長崎県に 3 つの株式会社を昭和 19 年 4 月までに設立し（海洋漁業統制会
社のものを除く）、会社が以西底曳網を直営する方式を企図したが、戦局の悪化で実現しなかった。
代わりに、昭和 19 年 7 月、4 水産組合とその連合会を統合して西日本機船底曳網漁業水産組合を
設立した。組合員は 137 名で、実稼働漁船は 193 隻であった。組合地区は内地一円で、業務は漁
業用資材の配給統制を主とした。新組合が発足しても戦局の悪化で機能麻痺の状態で終戦となった（32）。











同漁業が VD 式漁法で進出してようやく定着した。許可数は 4 隻で、これは農林省との協定で制
限している。北緯 30 度以南の東シナ海と台湾海峡を漁場とした。この他に北緯 25 度以南の南シ
ナ海（主にトンキン湾）を漁場とするトロール船もある。
　昭和 12 年から台湾総督府は許可方針を隻数制限から総トン数制限へと切り替えた。香港から避
難した漁船が加わって台湾根拠のトロール船は以後 8 ～ 10 隻に急増した（33）。
　（ 2 ）レンコダイ延縄漁業
　レンコダイは初め汽船トロールの漁獲物であったが、汽船トロールが第一次世界大戦で姿を消す






大正 13 年、内地より二艘曳きが渡航して成功し、以来、順調な発達を遂げた。大正 12 年に漁業
法、トロール漁業機船底曳網漁業及び捕鯨取締規則が制定され（35）、資源と沿岸漁業の保護のため
汽船トロールと共通の禁止区域を設定するとともに船型、許可隻数を制限した。船型は 30 ～ 100










船底曳網は南シナ海では 50 トン以上、ないし 80 トン以上（海区によって異なる）であること、と
した（37）。これに応じたのは林兼商店で、大型船を建造して海南島東沖に出漁し（トロールは海南島
西のトンキン湾）、その漁獲物は冷凍運搬船を使って台湾に水揚げした（38）。
　台湾の機船底曳網は昭和 10 年代に著しく増加し、13 年の 78 隻が 15 年には 136 隻となり、漁
獲量も 10 年までは 1 万トン前後であったのが、15 年には 4 万トン、金額で 1,000 万円を記録し
た。ちなみに、汽船トロールも昭和 10 年代に急増し、14 年に許可隻数は 14 隻、漁獲量は 1 万
5,000 トン、金額は 400 万円弱となった。しかし、その後、機船底曳網は、トロールと同様、大幅






















　昭和 5 年現在でみると、許可隻数は内規で 300 隻とされ、実際の許可は 250 隻、うち西岸・黄
海で従漁するもの 105 隻となっている。黄海中央部まで出漁するものは少なく、沿海操業であ
る。漁船は平均 17 トンと小型であった（42）。昭和 12 年は 178 隻、海区別では、第 5 区（全羅南道


























　昭和 12 年の許可数は 135 隻（中国人経営を含む）となっている。
　中国側との紛争は、大正末に汽船トロールと機船底曳網が渤海に進入し、領海侵犯や沿岸漁業の
漁具を破損したことを理由としたが、その根底には中国側は渤海全体が領海であるとし、日本側は
湾口部（渤海海峡）が 10 カイリ（国際慣行基準）以上なので渤海内部も 3 カイリ外は公海で漁業が
自由だとして対立したことにある。そのうえで関東庁は、漁業制限として、トロール（許可はして










































　表 1 は、昭和 13 ～ 15 年の東シナ海・黄海における汽船トロール、機船底曳網の許可隻数、漁
船トン数、漁獲高を示したものである。東シナ海・黄海・渤海の他、南シナ海（内地と台湾）のも
のを含み、ほとんどが日本人経営だが、いくらか現地人経営（朝鮮、台湾、関東州）のものを含む。
　機船底曳網は全体で 1,200 ～ 1,300 隻、うち日本人経営が 1,000 隻前後、内地根拠が 670 ～










































内地　機船底曳網 678 605 650 122 1,430 688
　　　汽船トロール 58 73 70 40 600 70 52,803
台湾　機船底曳網 114 127 94 19 200 88
　　　汽船トロール 8 17 4 3 50 8 8,300
朝鮮　機船底曳網 — — 110 15 160 71 1,420
関東州　機船底曳網 135 114 134 25 310 133 7,346
青島　機船底曳網 64 64 64 14 190 64 3,331
上海　機船底曳網 — 14 — — — — —
　　　汽船トロール — 4 — — — — —
中国人　機船底曳網 156 — 230 26 230 218
経営　汽船トロール 3 — 9 5 70 5 2,050
計　機船底曳網 1,142 — 1,282 221 2,520 1,264 —









明治 42 年 漁業取締規則制定：大臣許可漁業とする、禁止区域の設定
〃　44 年 180 トン未満は許可しない。









〃 2 年 禁止区域拡大　※朝鮮はトロールの許可はなし。
〃 6 年 70 隻、漁船 200 トン以上に制限
〃 13 年 東シナ海・黄海で操業しない場合は 70 隻制限の対象外
2．機船底曳網漁業の規制




漁業法、漁業取締規則制定：総督許可漁業とする、禁止区域の設定、漁船は 30 ～ 100 トン、隻数は











昭和 5 年 起業認可制導入、許可の総トン数の範囲内で大型化を認める。




















隻数制限から許可総トン数規制へ（トロールと機船底曳網合計で 1 万トン）、トロールは 200 トン以























止区域を設定している。許可漁船は 30 ～ 100 トンで大型船も多く、隻数制限も需要に応じて 40
隻、60 隻、120 隻と拡大し、台湾の特殊事情を理由に内地とは違った対応をしている。朝鮮は明
治 44 年に底曳網（動力、無動力とも）を総督の許可漁業（実態は知事許可扱い）とし、大正 9 年に



























ら昭和 4 年にかけて 4 回開催された支那東海黄海漁業協議会と昭和 5 年に開催された支那東海黄
海漁業打合会議であり、もう一つは昭和 13 年に定められた対支水産方策要綱である。
　（ 1 ）支那東海黄海漁業協議会、及び支那東海黄海漁業打合会議
























5 隻を許可しており、今更、取り消して、内地の 70 隻制限に合わせて内地との二重許可にはでき
ない、とした。その他、台湾の 4 隻は別扱いにすべき、70 隻制限の妥当性、資源が減少している










































湾は、トロール（4 隻）と機船底曳網（前年に 120 隻とした）の隻数については異議はないが、機船
底曳網のトン数は制限し難いといい、朝鮮は、機船底曳網の許可は内規で 300 隻と制限しており、
実際に 250 隻の許可を出している。うち、朝鮮西岸・黄海で従漁しているのは 105 隻で、他に 10
隻が申請中で許可を出すつもりである。多くは沿海で操業し、漁船規模も 17 トン平均と小さく、
今後、漁船の大型化と沖合化を進めるためトン数制限もし難いとした。関東庁は、現在の許可数は





　（ 2 ）昭和 13 年の対支水産方策実施要綱
































張に沿ったものであり、昭和 4 ～ 5 年の漁船総トン数の枠内での大型化容認は両者の意図を反映
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